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  ２．機関補助の特性 
  （１）国大・私大への機関補助の配分 
  （２）国立大学についての法人特性の分析 
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た、 同時期の大学院重点化政策により、 大学院学生数（全学生数の９％） は１０年間で５９％
増と大きく増えている状況である。 
























                                                  
2  平成８年度～平成１８年度。本稿の分析では、高等教育の内、短期大学、高等専門学校は対象外。 
3  大学進学率…平成８年度：３３％、平成１７年度：４４％ 
































































































    このような需給構造の中で、 大学の組織統合が部分的に起こっている状況にある （図表３） 。  
                                                  
4  平成 17 年度に入学定員を満たしていない私大は 160 校（29.5 パーセント） 、帰属収入で消費支出
を賄えない大学法人の割合は、平成 16 年度で、全体の 24.8 パーセント。 （出所：文部科学省 HP） 
5  経済財政諮問会議平成 19 年第８回尾身議員配付資料 
6 H17 年度私大補助金：512 校に対して 2945 億円、H17 年度国大運営費交付金：87 校に対して 1
兆 2317 億円。(12317÷87)÷(2945÷512)=24.6。 
7  国立大学法人法に基づく省令により、授業料の上限額が設定されている。 










































図表３  最近の主な大学合併事例  
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２．新卒就職市場（出口市場）の需給構造 


























                                                  













































































































































































































































































































































































































（２）地域的な供給特性                              
地域的な供給特性を分析するために、都道府県別の学生数、人口、総生産について、それ

























            ＜関東＞         ＜関西＞       ＜中部＞        ＜九州＞  ＜北海道＞ ＜中国＞      ＜東北＞    ＜四国＞ 
                                                  
10 H12 年度：2968 億円→H17 年度：4672 億円（出所：総合科学技術会議） 
11  集中度の参考指標として、競争評価での市場集中度指標であるＨＨＩ（各シェアの２乗の総和）
を計算。都道府県別の学生数、人口、総生産は H16 年度統計結果に統一している。 
（出所）学生数は「平成１７年度学校基本調査報告書」、総生産シェアは
内閣府県民経済計算（H16）、人口は総務省統計局推計人口（H16） 



































                                                  
12  全国ベースでのニーズ・役割、世界ベースでのニーズ・役割を決して否定するものではない。 
13  財政制度等審議会財政制度分科会財政構造改革部会：平成１９年５月２１日配付資料 
14  公立大学協会：公立大学の概要〔http://www.kodaikyo.jp/h18/gaiyou1.htm〕 
15 H17 私大補助金の１校当たり平均額 575 百万円以上の補助を受ける私大を平均規模以上とした。  
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国立 公立 私立 都道府県内国・公・私立大学学生シェア
～





















































計上・補助率に未計上）及び奨学金補助は H17 年度予算 
・競争的資金は国公私別の H17 年度配分実績比率（総合科学














図表１２  高等教育への公財政支出の国際比較（2003 年） 
  日本  米国  独国  英国  仏国  韓国  OECD 平均
公財政支出  ０．５  １．２  １．０  ０．８  １．１  ０．６  １．１ 
民間支出  ０．８  １．６  ０．１  ０．３  ０．２  ２．０  ０．４ 
合計  １．３  ２．９  １．１  １．１  １．４  ２．６  １．４ 
（出典：OECD“Education at a Glance 2006”） 
 

















































































    国立大学法人化後の財政政策は、「単なる機関補助から、国公私立を通じた競争原理に基
づく支援へのシフト」を基本としており、年々、経常費補助から競争的資金・重点配分資金
へのシフトが進んでいる。 
図表１３  国立大学法人化以降の予算シフトの状況 
                                    H19予算   H16比増減率 H16比増減額 
・経常費補助  国大運営費交付金で特別教育研究経費以外 11,199億円  ９６  ▲476億円
  私立大学等経常費補助金  3,281億円  １０１  18億円
・重点配分資金  国大運営費交付金のうち特別教育研究経費 845億円  １１４  104億円
  国公私立を通じた大学教育改革支援
※  615億円  １３７  165億円
・競争的資金  科学研究費補助金  1,913億円  １０５  83億円
  JST戦略創造研究事業    474億円  １０２  11億円
  厚生労働科学研究費補助金    409億円  １０８  30億円
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17Program Officer/Program Director の略。ピアレビューをマネージする資金配分機関のファンド
マネージャー的管理者。外部のレビューアーの人選、利害関係排除等評価ルールの遂行などピアレ
ビューの質を維持・向上する上で固有の能力が求められる。米国では、ＮＳＦに約 400 名、ＮＩＨ
に約 1100 名配置されている（出所：総合科学技術会議） 。 
18  機関補助には、別途に施設整備費（国立大学法人施設整備費補助金:397 億円、私立大学等教育研
究装置・施設整備費補助:106 億円、私立大学等研究設備等整備費補助:62 億円）があるが、政策目
標が大学改革というより社会資本整備と整理した方がいいことから、 本稿では分析の対象としない。   









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                  
19 H16・17 年度は各大学法人決算ベース、H19 年度は予算ベース（出所：文部科学省ＨＰ） 。H17
年 10 月に合併した富山大学、富山医科薬科大学、高岡短期大学については、H16 年度は１校とし
て合算し、 H17 年度は統合後の富山大学決算が半年分であるため２倍して代替値とした。 なお、 H18









５％ ２９４５億円 ２８００億円 補助金総額










５％ ２９４５億円 ２８００億円 補助金総額





  図表１６  私大補助金の構造変化  
































































































































































































































































































































































































































































































































                                                  









旧７帝国大学＋１  ：２２百万円／人   
理系大学・大学院  ：１７百万円／人 
総合大学・大学院  ：１５百万円／人 
文系大学・大学院  ：１１百万円／人 
 




































y = 0.11 x + 9.47
R
2 = 0.89
y = 0.22 x - 73.84
R
2 = 0.99
y = 0.15 x - 6.05
R
2 = 0.94



























y = 0.22 x - 73.84
R
2 = 0.99
y = 0.15 x - 6.05
R
2 = 0.94 y = 0.17 x - 3.57
R
2 = 0.98




























－  教員規模が小さくなるにしたがって学生／教員比率が増大する傾向にあること、 
－  図１８で除外した医学単科系大学、大学院大学等（グラフ右端）は同比率が特に小さい
こと、 
－  教育大等同類型の中でも比率にばらつきがあること 
等が観察される。 
 





















y = 0.006 x + 16.455
R
2 = 0.473
y = 0.041 x - 317.693
R
2 = 0.879
y = 0.011 x + 18.678
R
2 = 0.723
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                  
22  出典：総合科学技術会議第６回基本政策専門調査会（H19 年 6 月 7 日）資料 1-2 
（出所） 文部科学省ホームページ情報を基に作成 









































                                                  
23  第３期科学技術基本計画 （第３章２(3)①） 及び総合科学技術会議基本政策推進専門調査会報告 （平
成１9 年 6 月 14 日） 「競争的資金の拡充と制度改革の推進について」第３章(3)参照。  


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  図表２５  国立大学の性格別
     収 支 構 造   























図表２６  競争的資金による好循環・悪循環の典型例 






























































































































































    なお、日本のランキング校推移の中では、従来旧７帝大が中心であった中で、２００６年
には、慶應義塾大学・早稲田大学が初めてランクインしており、今後の動向が注目される。  




























【出所】”THE TIMES ;World University Rankings 2006” 
※  シェアはOverall Scoreの国別合計値に拠る。（）内は学校数。 Overall Scoreのシェアが学校数シェアを
上回る国は黄色、下回る国は赤色。  
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  図表２９  世界主要大学のランキング推移 
2004年 2005年 2006年
ﾗﾝｸ 大学名 ﾗﾝｸ 大学名 ﾗﾝｸ
1 ハーバード大学（米） 1 ハーバード大学（米） 1
2 ＵＣバークレー校（米） 2 マサチューセッツ工科大学（米） 2
3 マサチューセッツ工科大学（米） 3 ケンブリッジ大学（英） 3
4 カルフォルニア工科大学（米） 4 オックスフォード大学（英） 4
5オ ッ ク ス フ ォ ー ド 大 学 （ 英 ） 5ス タ ン フ ォ ー ド 大 学 （ 米 ） 4
6 ケンブリッジ大学（英） 6 ＵＣバークレー校（米） 6
7 スタンフォード大学（米） 7 イェール大学（米） ・
8 イェール大学（米） ・ ・ ・
・・ ・・ ・
10 ｽｲｽ連邦工科大学ﾁｭｰﾘｯﾋ校（ｽｲｽ） 10 Ecole Polytechnique（仏） ・
・・ ・・ ・
12 東京大学（日本） ・ ・ 14
・ ・ 15 北京大学（中国） ・
16 オーストラリア国立大学（豪州） 16 東京大学（日本） 16
17 北京大学（中国） ・ ・ ・
18 シンガポール国立大学（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ） ・・ 1 8
・ ・ 19 メルボルン大学（豪州） 19
・・ ・・ 1 9
21 マクギル大学（加） 21 ｽｲｽ連邦工科大学ﾁｭｰﾘｯﾋ校（ｽｲｽ） 21
22 メルボルン大学（豪州） 22 シンガポール国立大学（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ） 22
・・ 2 3 オーストラリア国立大学（豪州） ・
・ ・ 24 マクギル大学（加） 24
27 Ecole Polytechnique（仏） 24 Ecole Normale Supérieure（仏） ・
・・ ・・ 2 8
29 京都大学（日本） ・ ・ 29
30 Ecole Normale Supérieure（仏） 31 京都大学（日本） ・
・・ ・・ 3 3
・・ ・・ ・
39 香港大学（香港） ・ ・ 37
41 インド工科大学（ｲﾝﾄﾞ） 41 香港大学（香港） ・
・・ ・・ ・
47 ハイデルベルグ大学（独） 45 ハイデルベルグ大学（独） ・
・・ ・・ ・
51 東京工業大学（日本） 50 インド工科大学（ｲﾝﾄﾞ） ・
・・ ・・ 5 7
・・ ・・ 5 8
62 清華大学（中国） 62 清華大学（中国） ・
・・ ・・ 6 3
69 大阪大学（日本） ・ ・ ・
・・ ・・ 7 0
・ ・ 93 ソウル国立大学（韓） ・
・・ ・・ ・
・ ・ 99 東京工業大学（日本） ・
・・ ・・ ・
・ ・ 105 大阪大学（日本） ・
119 ソウル国立大学（韓） ・ ・ 118
・・ ・・ 1 2 0
・・ ・・ ・
・・ ・・ 1 2 8
・・ ・ ・ 1 2 8
・ ・ 129 名古屋大学（日本） ・
・・ ・・ 1 3 3
・ ・ 136 東北大学（日本） ・
・・ ・
・ ・ 147 広島大学（日本） ・
153 東北大学（日本） ・ ・ ・
・ ・ 157 北海道大学（日本） 158
・・ ・・ ・
167 名古屋大学（日本） 168
・ ・ 172 神戸大学（日本） ・
・・ ・・ 1 8 1



































































（ 英・米の大学 日本の大学 ｱｼﾞｱの大学 ）   









































                                                  
27  もちろん厳密な市場画定は、需要者アンケート調査等（ＳＳＮＩＰテスト）による定量的な代替
性分析に基づくべきであるが、本稿では、予備的な定性的分析に留める。 
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Ⅵ．おわりに 
 









    今後、このような観点からの分析を一定の体系的なインプリケーションに結実させること
を目指して、後続的な考察を加えて行くこととしている。 
 